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環境経営方針 

リサイクル・ルネッサンス  

〈環境経営理念〉 

当社は地球環境を守る為に、未利用資源の有効利用を重要テーマとしてきました。 

この事は 21世紀を迎え、益々人類の重要な課題となっています。美しい海と大地を次

世代へと残す事が、私達 1人 1 人の使命であると考えています。 

当社では、今後とも廃棄物を未利用資源として再利用を図り、新しい産業の創造を目指

し、社会に貢献したいと念願しています。 

 

〈環境保全への行動指針〉 

 

1、環境に配慮したリサイクル機械を通じ、社会貢献する事を目指します。 

 

2、環境経営を継続的に実施し、環境問題の改善に取組みます。 

 

3、環境関連の法令、規制や当社が約束した項目を遵守します。 

 

4、社員に環境経営方針を周知すると共に、環境活動への教育訓練を実施する。 

 

5、環境負荷を改善する為に、次の事項を重点とします。 

 （1）電力使用量の削減 

 （2）ガソリン・軽油の削減 

 （3）廃棄物排出量の削減 

 （4）業務全般における省資源、省エネルギー 

 （5）環境機器メーカーとして機械の改良 

 

 

 

 

 

改訂日 ： 2020 年 11月 19日 

 

代表取締役社長 小林秀匡 
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□ 組織の概要 

 

 (1)名称及び代表者名 

株式会社 御池鐵工所 

  代表取締役社長 小林 秀匡 

 

 (2)所在地 

  本社・工場  広島県福山市神辺町川南 396-2      TEL 084-963-5500 

  関東営業所  埼玉県川口市芝西二丁目 4-19       TEL 048-261-1166 

  九州営業所  福岡県福岡市東区多の津 3-9-1         TEL 092-629-0450 

   札幌営業所   北海道札幌市中央区北一条西 3-3-31    TEL 011-223-1208 

 

(3)環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

 責任者    管理部総務課 課長  平奥 隆志    TEL 084-963-5500 

   担当者    管理部総務課 係長  山内 裕陽    TEL 084-963-5500 

  E-mail：soumu@miike.co.jp 

 

 (4)事業内容 

  環境関連機器及びプラントの製造 

  RPF 製造プラント､RDF 製造プラント､粗大ゴミ破砕･選別プラント､廃木材有効利用

プラント､ペットボトルリサイクルプラント､木質ペレット製造プラント､バーク堆肥 

  製造プラント､各種廃棄物の中間処理設備､粗大ゴミ破砕機､大型破砕機､移動式破砕機､

プラスチック破砕機､オガ粉製造機､モミガラ粉砕機､各種破砕･粉砕､傾斜型選別機､比

重選別機､篩機､各種選別機､各種乾燥機､多目的造粒機､多目的圧縮成形機 

  特定建設業としての機械器具の設置､保全修繕業務 
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 (5)事業の規模 

  売上高    7,097 百万円（2022 年度） 

   

  本社・工場 関東営業所 九州営業所 札幌営業所 合計 

従業員   名 146 名 14 名 6 名 3 名 169 名 

延べ床面積 ㎡ 11,100 ㎡ 110 ㎡ 39 ㎡ 33 ㎡ 11,282 ㎡ 

 

 (6)事業年度   9 月 1 日～8 月 31 日 

 

 

 

□ 認証・登録の対象組織・活動 

 

  登録組織名：    株式会社 御池鐵工所 

  対象事業所：    本社・工場 

            関東営業所 

            九州営業所 

            札幌営業所 

  対象活動 ： 

  環境関連機器及びプラントの製造 

  特定建設業としての機械器具の設置､保全修繕業務 

 

□ 事業や製品(商品)の紹介 

 

 

本社 事務所棟            工場棟 
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未利用資源の有効利用をめざす 
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 □環境経営組織図及び役割・責任・権限表

安全衛生委員会

PT会議

事務局

平奥課長
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役割・責任・権限
・環境経営に関する統括責任

・環境所管責任者による全体の評価と見直し、指示
・環境経営レポートの承認

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

環境管理責任者

改訂日：2023年4月1日

営業部
本社営業所

清水所長

環境委員会

安全衛生委員会

プロジェクト委員会

内部監査員

代表者

小林社長

環境管理責任者

部門長

管理部

可世木部長1名

設計部

相方部長 6名

建設現場
責任者

・環境管理責任者を任命
・環境経営方針の策定・見直し
・環境経営目標・環境経営計画書を承認

・環境管理責任者の補佐。環境委員会の事務局

営業部
札幌営業所

工藤所長

営業部
関東営業所

河本所長

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

内部監査チーム

全従業員

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成
・試行・訓練を実施、記録の作成
・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施
・環境に関する内部監査の計画

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

環境事務局

環境委員会

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認

・環境負荷の自己チェック及び環境への取組の自己チェックの実施

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告
・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

・環境に関する内部監査の実施・報告
・環境方針の理解と環境への取組の重要性を自覚

・環境経営レポートの作成、公開(事務所に備え付けと地域事務局への送付)
・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成
・環境活動の実績集計

製造部

林常務 5名

平奥課長

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施
・自部門における環境経営方針の周知

・環境経営レポートの確認

・環境経営目標・環境経営計画書を確認
・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境経営計画の審議
・環境活動実績の確認・評価

・環境経営システムの構築、実施、管理

営業部
九州営業所

世良所長

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

環境所管統括責任者

・経営における課題とチャンスの明確化

環境所管統括責任者

林常務

環境事務局

山内係長

代表者(社長)



□主な環境負荷の実績

項　　目 単位 2020年 2021年 2022年

二酸化炭素総排出量 kg-co2 948,298 912,307 734,820

廃棄物排出量

一般廃棄物排出量 kg 36,850 33,340 50,638

産業廃棄物排出量 kg 6,851 7,450 7,324

水使用量 ㎥ 1,607 1,578 1,468

※電力排出係数

□環境経営目標及びその実績

(目標) 実績 (目標) (目標)

電力による二酸化炭素削減
kWh 789,028 773,247 691,144 757,466 749,576

ｋWh

基準年度比
2021年 98% 88% 96% 95%

kWh/万円 1.07 1.08 0.97 ○ 1.06 1.05

㎥ 721 706 735 692 684

㎥

基準年度比
2021年 98% 102% 96% 95%

灯油による二酸化炭素削減
ℓ 12,360 12,112 11,826 11,865 11,742

基準年度比 2021年 98% 96% 96% 95%

ℓ 139,405 136,616 133,170 133,828 132,434

基準年度比 2021年 98% 96% 96% 95%

kg 33,340 32,673 50,638 32,006 31,673

基準年度比 2021年 98% 152% 96% 95%

kg 7,450 7,301 7,324 7,152 7,077

基準年度比 2021年 98% 98% 96% 95%

㎥ 1,578 1,546 1,468 1,514 1,499

基準年度比 2021年 98% 93% 96% 95%

kg 6,879 6,741 5,295 6,603 6,535

基準年度比 2021年 98% 77% 96% 95%

環境に配慮した生産性活動
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液化石油ガス（LPG）による

二酸化炭素削減 ×

自動車燃料による二酸化炭素

削減

〇

〇

×

〇

(基準年)

基準値 2022年

〇

特定化学物質使用量削減（含

有量）

一般廃棄物の削減

産業廃棄物の削減

水道水の削減

〇

目標達成　〇　　目標未達　×

2023年 2024年評

価

0.536kg-CO2/kWh　中国電力の係数ka

0.451kg-CO2/kWh　東京電力の係数ka

0.382kg-CO2/kWh　九州電力の係数ka

0.533kg-CO2/kWh　北海道電力の係数

〇

行動目標(次項による)

今期売上　709,700万円

年 度

項 目

売上原単位



□環境経営計画の取組結果とその評価、次年度の環境経営計画

　　活動：◎よくできた　○まあまあできた　△あまりできなかった　×できなかった

達成状況

〇

○

○

○

○

○

〇

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 74,006 70,826 72,669 81,618 81,314 79,690 74,455 41,122 41,076 47,977 63,368 60,905

2022年度 62,702 48,028 50,623 69,802 72,813 63,783 47,340 42,500 39,754 62,987 63,432 67,389

達成状況

△

○

○

○

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 38 46 61 66 58 76 63 72 59 75 58 49

2022年度 42 42 55 57 86 101 74 74 66 47 47 44
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・ＯＡ機器の省エネ

電力による二酸化炭素削減

・デマンド管理により電量の削減

数値目標

・事務所の空調温度適正化（冷房28℃暖房20℃）

・工場棟の空調温度適正化

・不要照明の消灯

・退社時に各エリア照明・冷暖房の管理

数値目標:○達成　×未達成

取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標
本年度も会社休日120日を維持して、食堂の稼働日数も減少させ

使用量を抑える様に取組みましたが、削減するまでには至りませ

んでした。

・事務所手洗いの温水温度の適正化

・食堂厨房の温水温度の適正化

・食堂厨房でのガス使用量把握

液化石油ガス（LPG）による二酸化炭素削減

取組結果とその評価、次年度の取組計画

昨年売上73億円で本年70億円と、コロナ末期においても売上を確

保出来ている。

その中でも電力使用量については、一昨年に本社工場棟に太陽光

発電を設置した事もあり、前年比87％、前々年比76％と大幅に削

減し、Co2排出量も大幅に削減出来ている。
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達成状況

〇

○

○

○

○

〇

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 1,631 2,408 2,413 2,526 2,366 1,991 1,574 2,056 2,402 2,210 1,945 1,971

2022年度 2,118 2,219 2,124 2,665 2,232 2,470 1,904 2,214 4,195 2,150 2,240 2,552

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 8,849 8,796 10,255 9,326 10,214 9,887 8,492 10,301 9,476 9,958 8,838 9,520

2022年度 8,617 6,958 8,428 8,800 8,751 8,187 10,048 8,316 10,040 8,257 7,962 9,721

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 0 600 607 2,251 3,725 2,635 1,715 601 226 0 0 0

2022年度 0 111 1,069 3,926 3,267 2,552 272 323 81 0 105 120

9

自動車燃料による二酸化炭素削減 取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標
車両代替を積極的に行い、営業車や出張用車両など全般的に軽油

車両が多い中で燃費の良い車両を選択した結果、特に軽油の使用

量が9％削減出来た。

全車両にスマートコネクト（運転管理システム）を設置して、1

年が経過して、安全運転や燃費向上の意識が高まり燃費改善に繋

げた。

・エコ運転の実施

・エリア別営業活動の見直し

・効率的なルール設定

・交通機関の利用

・運行前点検の実施
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達成状況

×

○

○

○

○

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 3,020 4,130 1,310 3,160 1,870 1,410 1,480 4,820 1,820 3,610 1,450 5,260

2022年度 5,920 6,050 4,220 2,170 3,890 1,590 3,450 7,660 2,510 2,880 8,690 1,608

達成状況

〇

○

○

○

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 474 302 218 2,040 279 177 451 421 1,423 397 433 835

2022年度 444 348 244 2,038 333 205 473 294 286 2,011 362 286

10

産業廃棄物の削減 取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標

再資源化出来る段ボールやペットボトル、アルミ缶の分別の意識

が高くなり、専用の回収ボックスを設けて抑制している。

・分別回収の徹底

・廃棄物の発生抑制

・素材別ボックスの設置

一般廃棄物の削減 取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標
事務所内の不要物を定期的に処理している結果、昨年に比べて大

幅に一般廃棄物が増えている。次年度についても不要物が残って

いるので、発生する廃棄物を抑える様に取組んでいく。

本年から車両アプリによる運転日報管理をしており、大幅にペー

パレスに改善された。

・ゴミ分別の徹底

・コピー紙裏紙の利用

・帳票見直しによる印刷物の削減

・電子メール利用によるペーパーレス化
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達成状況

〇

○

○

○

9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

2021年度 0 242 0 270 0 273 0 242 0 269 0 282

2022年度 0 228 0 233 0 246 0 242 0 250 0 269

達成状況

〇

○

○

○

○

達成状況

○

○

○

○

達成状況

○

○

○

〇
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水道水の削減 取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標
コロナが終息を迎えていますが、手洗い、うがいへの意識が高く

水を使用する事が多いが、節水に関しては全員の意識は高まって

いる。

・節水シールの貼付けとポスター掲示

・自動水栓取付け

・地下水の有効活用

特定化学物質使用量削減（含有量） 取組結果とその評価、次年度の取組計画

数値目標

客先により指定色の違いがあり、出来るだけ統一して無駄な色を

なくしたり、在庫を持たない様にして削減に繋げた。

・有害性物質の表示の徹底

・使用量の把握・記録

・作業ミスによる使用量増加の抑制

・代替物質の検討

環境に配慮した生産活動 取組結果とその評価、次年度の取組計画

日々の業務改善は出来ているが、取引先業者に対しては出来てお

らず次年度取組んいく。

・追加改良費の削減

・環境に配慮した製品開発

・歩留まり率の向上

・廃棄物の削減

問題を解決しチャンスを活かす取組み 取組結果とその評価、次年度の取組計画

・働き方改革の整備

プロジェクト会議や安全衛生委員会の中で、他部署の意見を交え

て問題解決に取組んでおり、お互いで問題点を共有している。

・環境に配慮した製品開発

・追加改良費の削減

・技術力向上の教育
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□環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果,並びに違反,訴訟の有無

法的義務を受ける主な環境関連法規則は次の通りです。

環境関連法規則等遵守状況の評価結果、環境関連法規則等は遵守されていました。

なお、違反、訴訟等も過去4年間ありませんでした。

□外部からの環境上の苦情・要望等

　ありませんでした。

□緊急事態対応の試行・訓練

　緊急事態の想定：　火災の発生、心肺停止の状態

　■実施日   ：    2023年7月3日 ■実施場所：　本社工場　B棟前、大会議室

　■実演者　 :　 新入社員　豊田慎吾、中田昂志、三橋柊介、森　玲雄、中西琢満

　　　　　　：　中途社員　河野良太、内田琢斗、竹内麻由美、石川美希

　　指導者　：　平奥隆志 　

　■実施内容: ☑通報訓練　☑消火訓練　□避難訓練　☑救護訓練

消火器の使用方法を説明し、新入、中途社員に火事を想定し消火器を使い消火した。

消火栓の使用方法を説明し、放水役、バルブ調整役、伝達役に分かれて水を出し放水をした。

心肺蘇生のやり方とAEDの使い方を説明したり、救命救護に必要な知識を教育した。

　■評価:

新入、中途社員を中心とした消火訓練と救護訓練を実施し、普段消火器や消火栓を使用する

事がなく、有事の際には今回の訓練が生かせれるのと、心肺蘇生やAEDを使用するのは免許

取得以来になるので、不慣れな点があったが良い勉強になった。

今回は消防署が心肺蘇生、AEDを説明され、来年は消火器、消火栓の説明を頼みたい。

　■実施状況の様子
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手順書の変更の必要性　□あり　☑なし

適用される法規制

廃棄物処理法

化学物質排出把握管理促進法

労働安全衛生法

騒音規制法

工場立地法

浄化槽法

作業環境測定、プレス機、床上クレーン、クランプ、健康診断など

消防法(危険物)

フロン排出抑制法

顧客要求事項

浄化槽保守点検

ボンベ類の転倒防止

消防設備の設置、危険物の保管

業務用空調機・冷凍庫・冷蔵庫

適用される事項（施設・物質・事業活動等）

産業廃棄物（廃プラ、木屑、燃焼ゴミ、廃ガラス、廃油、金属等）

第一、第二特定化学物質

高圧ガス保安法

送風機、プレス機、切断機、空気圧縮機及び送風機

緑地帯の確保



□緊急事態対応の試行・訓練

　緊急事態の想定：　油流出事故の発生

　■実施日　：　2023年7月3日 ■実施場所：　本社工場　北オイルフェンス

　■参加者 　:　佐藤整央、佐久間康介、真田龍征、川口慎太郎、橋本　成、三好邦広、森　玲雄

　　指導者　：　片山克也 　

　■実施内容: ☑流出事故対応　☑通報訓練

　　多量の油漏れの事故が発生した場合を想定して、塗装やオイルを使用する頻度の高い

　　片山班に緊急事態対応の訓練に参加して貰う。昨年同様に油分離槽の機能を説明し

　　毎月点検を実施して吸着マット交換による油漏防止の必要性を説明をした。

　■評価:

　　毎月の点検実施により吸着マット交換や溜まった汚泥を、年2回業者に除去して貰い

　　油漏れは防げる様に対策しているが、豪雨災害時の様な大雨が想定された場合、北

　　側に土嚢等で油が水路に入らない様にする必要もあり、今後は大雨の中での訓練も

　　検討したい。

　■実施状況の様子

手順書の変更の必要性　□あり　☑なし
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□代表者による全体の評価と見直し・指示

環境経営方針　　　　☑変更なし　　□変更あり

環境経営目標・計画　☑変更なし　　□変更あり

実施体制他　　　　　☑変更なし　　□変更あり

継続して取り組んでいる項目に加えて、出来る事や、やりたい事ではなく、すべき事として新たな取組を、社

内で水平展開を行い推進が出来ている。取り巻く状況は日々変化するので状況に応じた環境を整える事に引続

き注力していく。計画項目についても恣意的なやりたいではなく、正確にマークアップされた項目に対して、

継続して実行が出来る手段手順であるか検討する機会を設ける。
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